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二

国
民
健
康
保
険
法
に
よ
る
被
保
険
者
証
、
被
保
険
者
資
格
証
明
書
、
高
齢
受
給
者
証
、
標
準
負
担
額
減
額
認
定

証
、
特
定
疾
病
療
養
受
療
証
、
限
度
額
適
用
認
定
証
、
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
又
は
特
別
療
養

証
明
書
に
関
す
る
事
務
（
前
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。）

三

国
民
健
康
保
険
法
に
よ
る
保
険
給
付
の
支
給
に
関
す
る
事
務

四

国
民
健
康
保
険
法
第
四
十
四
条
第
一
項
の
一
部
負
担
金
に
係
る
措
置
に
関
す
る
事
務

五

国
民
健
康
保
険
法
第
六
十
三
条
の
二
の
一
時
差
止
め
に
関
す
る
事
務

六

国
民
健
康
保
険
法
第
七
十
六
条
第
一
項
の
保
険
料
の
徴
収
又
は
同
条
第
二
項
の
保
険
料
の
賦
課
に
関
す
る
事
務

第
二
十
五
条

法
別
表
第
一
の
三
十
四
の
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
務
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

知
的
障
害
者
福
祉
法
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
三
十
七
号
）
第
十
五
条
の
四
の
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に

関
す
る
事
務

二

知
的
障
害
者
福
祉
法
第
十
六
条
第
一
項
の
障
害
者
支
援
施
設
等
へ
の
入
所
等
の
措
置
に
関
す
る
事
務

三

知
的
障
害
者
福
祉
法
第
二
十
七
条
の
費
用
の
徴
収
に
関
す
る
事
務

第
二
十
六
条

法
別
表
第
一
の
三
十
五
の
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
務
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

住
宅
地
区
改
良
法
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
八
十
四
号
）
第
二
十
九
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
公
営
住
宅

法
第
十
八
条
第
一
項
の
敷
金
の
徴
収
に
関
す
る
事
務

二

住
宅
地
区
改
良
法
第
二
十
九
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
公
営
住
宅
法
第
十
八
条
第
二
項
の
敷
金
の
減
免
の

申
請
の
受
理
、
そ
の
申
請
に
係
る
事
実
に
つ
い
て
の
審
査
又
は
そ
の
申
請
に
対
す
る
応
答
に
関
す
る
事
務

三

住
宅
地
区
改
良
法
第
二
十
九
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
公
営
住
宅
法
第
十
九
条
の
家
賃
若
し
く
は
敷
金
の

徴
収
猶
予
の
申
請
の
受
理
、
そ
の
申
請
に
係
る
事
実
に
つ
い
て
の
審
査
又
は
そ
の
申
請
に
対
す
る
応
答
に
関
す
る

事
務

四

住
宅
地
区
改
良
法
第
二
十
九
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
公
営
住
宅
法
第
二
十
五
条
第
一
項
の
入
居
の
申
込

み
の
受
理
、
そ
の
申
込
み
に
係
る
事
実
に
つ
い
て
の
審
査
又
は
そ
の
申
込
み
に
対
す
る
応
答
に
関
す
る
事
務

五

住
宅
地
区
改
良
法
第
二
十
九
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
公
営
住
宅
法
第
三
十
二
条
第
一
項
の
明
渡
し
の
請

求
に
関
す
る
事
務

六

住
宅
地
区
改
良
法
第
二
十
九
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
公
営
住
宅
法
第
三
十
四
条
の
収
入
状
況
の
報
告
の

請
求
等
又
は
同
法
第
四
十
八
条
の
条
例
で
定
め
る
事
項
に
関
す
る
事
務

七

住
宅
地
区
改
良
法
第
二
十
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
公
営
住
宅
法
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
（
平
成
八
年
法
律
第
五
十
五
号
）
に
よ
る
改
正
前
の
公
営
住
宅
法
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
旧

公
営
住
宅
法
」
と
い
う
。）第
十
二
条
第
一
項
の
家
賃
の
決
定
に
関
す
る
事
務

八

住
宅
地
区
改
良
法
第
二
十
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
旧
公
営
住
宅
法
第
十
二

条
第
二
項
（
旧
公
営
住
宅
法
第
二
十
一
条
の
二
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
家
賃
若
し
く
は
割

増
賃
料
の
減
免
の
申
請
の
受
理
、
そ
の
申
請
に
係
る
事
実
に
つ
い
て
の
審
査
又
は
そ
の
申
請
に
対
す
る
応
答
に
関

す
る
事
務

九

住
宅
地
区
改
良
法
第
二
十
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
旧
公
営
住
宅
法
第
二
十

一
条
の
二
第
二
項
の
割
増
賃
料
の
徴
収
に
関
す
る
事
務

十

住
宅
地
区
改
良
法
第
二
十
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
旧
公
営
住
宅
法
第
二
十

一
条
の
二
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
旧
公
営
住
宅
法
第
十
三
条
の
二
の
割
増
賃
料
の
徴
収
猶
予
の
申
請
の
受

理
、
そ
の
申
請
に
係
る
事
実
に
つ
い
て
の
審
査
又
は
そ
の
申
請
に
対
す
る
応
答
に
関
す
る
事
務

十
一

住
宅
地
区
改
良
法
第
二
十
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
そ
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
旧
公
営
住
宅
法
第
二

十
一
条
の
四
前
段
の
あ
っ
せ
ん
等
に
関
す
る
事
務

九

日
本
国
に
お
け
る
国
際
連
合
の
軍
隊
の
地
位
に
関
す
る
協
定
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
等
の
臨
時
特
例
に
関
す
る

法
律
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
四
十
九
号
）
に
よ
る
所
得
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
三
号
）
等
の
特
例

そ
の
他
の
賦
課
又
は
徴
収
に
関
す
る
事
務

十

遺
産
、
相
続
及
び
贈
与
に
対
す
る
租
税
に
関
す
る
二
重
課
税
の
回
避
及
び
脱
税
の
防
止
の
た
め
の
日
本
国
と
ア

メ
リ
カ
合
衆
国
と
の
間
の
条
約
の
実
施
に
伴
う
相
続
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百

九
十
四
号
）
に
よ
る
二
重
課
税
に
関
す
る
申
立
て
の
手
続
そ
の
他
の
賦
課
又
は
徴
収
に
関
す
る
事
務

十
一

地
方
揮
発
油
税
法
に
よ
る
申
告
そ
の
他
の
賦
課
又
は
徴
収
に
関
す
る
事
務

十
二

租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
に
よ
る
所
得
税
法
、
法
人
税
法
（
昭
和
四
十
年
法

律
第
三
十
四
号
）、
相
続
税
法
、
消
費
税
法
（
昭
和
六
十
三
年
法
律
第
百
八
号
）
等
の
特
例
そ
の
他
の
賦
課
又
は

徴
収
に
関
す
る
事
務

十
三

揮
発
油
税
法
に
よ
る
申
告
及
び
納
付
、
免
税
及
び
税
額
控
除
そ
の
他
の
賦
課
又
は
徴
収
に
関
す
る
事
務

第
二
十
七
条

法
別
表
第
一
の
三
十
六
の
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
務
は
、
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法

律
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
十
一
条
の
職
業
指
導
等
の
実
施
に
関
す
る
事
務
と
す
る
。

第
二
十
八
条

法
別
表
第
一
の
三
十
六
の
二
の
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
務
は
、
災
害
対
策
基
本
法
（
昭
和
三
十
六

年
法
律
第
二
百
二
十
三
号
）
第
九
十
条
の
三
第
一
項
の
被
災
者
台
帳
の
作
成
に
関
す
る
事
務
と
す
る
。

第
二
十
九
条

法
別
表
第
一
の
三
十
七
の
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
務
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

児
童
扶
養
手
当
法
（
昭
和
三
十
六
年
法
律
第
二
百
三
十
八
号
）
第
六
条
の
児
童
扶
養
手
当
の
受
給
資
格
及
び
そ

の
額
の
認
定
の
請
求
の
受
理
、
そ
の
請
求
に
係
る
事
実
に
つ
い
て
の
審
査
又
は
そ
の
請
求
に
対
す
る
応
答
に
関
す

る
事
務

二

児
童
扶
養
手
当
法
に
よ
る
児
童
扶
養
手
当
証
書
に
関
す
る
事
務

三

児
童
扶
養
手
当
法
第
八
条
第
一
項
の
手
当
の
額
の
改
定
の
請
求
の
受
理
、
そ
の
請
求
に
係
る
事
実
に
つ
い
て
の

審
査
又
は
そ
の
請
求
に
対
す
る
応
答
に
関
す
る
事
務

四

児
童
扶
養
手
当
法
第
十
六
条
の
未
支
払
の
手
当
の
請
求
の
受
理
、
そ
の
請
求
に
係
る
事
実
に
つ
い
て
の
審
査
又

は
そ
の
請
求
に
対
す
る
応
答
に
関
す
る
事
務

五

児
童
扶
養
手
当
法
第
二
十
八
条
の
届
出
の
受
理
、
そ
の
届
出
に
係
る
事
実
に
つ
い
て
の
審
査
又
は
そ
の
届
出
に

対
す
る
応
答
に
関
す
る
事
務

六

児
童
扶
養
手
当
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
六
年
厚
生
省
令
第
五
十
一
号
）
第
三
条
の
届
出
の
受
理
、
そ
の
届
出

に
係
る
事
実
に
つ
い
て
の
審
査
又
は
そ
の
届
出
に
対
す
る
応
答
に
関
す
る
事
務

第
三
十
条

法
別
表
第
一
の
三
十
八
の
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
務
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

国
税
犯
則
取
締
法
（
明
治
三
十
三
年
法
律
第
六
十
七
号
）
に
よ
る
犯
則
事
件
の
調
査
そ
の
他
の
賦
課
に
関
す
る

事
務

二

財
産
税
法
（
昭
和
二
十
一
年
法
律
第
五
十
二
号
）
に
よ
る
申
告
、
物
納
及
び
延
納
そ
の
他
の
賦
課
又
は
徴
収
に

関
す
る
事
務

三

災
害
被
害
者
に
対
す
る
租
税
の
減
免
、
徴
収
猶
予
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
七
十
五
号
）

に
よ
る
所
得
金
額
の
見
積
額
の
計
算
、
予
定
納
税
額
の
減
額
、
国
税
の
免
除
、
控
除
若
し
く
は
還
付
そ
の
他
の
賦

課
又
は
徴
収
に
関
す
る
事
務

四

相
続
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
七
十
三
号
）
に
よ
る
課
税
価
格
の
計
算
及
び
控
除
、
申
告
及
び
還
付
、
延

納
及
び
物
納
そ
の
他
の
賦
課
又
は
徴
収
に
関
す
る
事
務

五

日
本
国
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
と
の
間
の
相
互
協
力
及
び
安
全
保
障
条
約
第
六
条
に
基
づ
く
施
設
及
び
区
域
並
び

に
日
本
国
に
お
け
る
合
衆
国
軍
隊
の
地
位
に
関
す
る
協
定
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
等
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法

律
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
十
一
号
）
に
よ
る
揮
発
油
税
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
五
十
五
号
）、
地
方
揮

発
油
税
法
（
昭
和
三
十
年
法
律
第
百
四
号
）、
石
油
ガ
ス
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
百
五
十
六
号
）
及
び
石
油

石
炭
税
法
（
昭
和
五
十
三
年
法
律
第
二
十
五
号
）
の
特
例
、
免
税
物
品
の
譲
渡
の
禁
止
そ
の
他
の
賦
課
又
は
徴
収

に
関
す
る
事
務

六

日
本
国
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
と
の
間
の
相
互
協
力
及
び
安
全
保
障
条
約
第
六
条
に
基
づ
く
施
設
及
び
区
域
並
び

に
日
本
国
に
お
け
る
合
衆
国
軍
隊
の
地
位
に
関
す
る
協
定
の
実
施
に
伴
う
国
税
犯
則
取
締
法
等
の
臨
時
特
例
に
関

す
る
法
律
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
十
三
号
）
に
よ
る
賦
課
に
関
す
る
事
務

七

酒
税
法
（
昭
和
二
十
八
年
法
律
第
六
号
）
に
よ
る
課
税
標
準
の
計
算
、
免
税
及
び
税
額
控
除
、申
告
及
び
納
付
、

担
保
の
提
供
そ
の
他
の
賦
課
又
は
徴
収
に
関
す
る
事
務

八

日
本
国
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
と
の
間
の
相
互
防
衛
援
助
協
定
の
実
施
に
伴
う
関
税
法
等
の
臨
時
特
例
に
関
す
る

法
律
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
十
二
号
）
に
よ
る
消
費
税
、
揮
発
油
税
、
地
方
揮
発
油
税
、
石
油
ガ
ス
税
若
し

く
は
石
油
石
炭
税
の
徴
収
、
免
税
調
達
資
材
等
の
譲
受
け
の
制
限
そ
の
他
の
賦
課
又
は
徴
収
に
関
す
る
事
務
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